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持続可能な社会の構築に向け、YOKOGAWAでは環境マネジメントシステム（EMS）を構築し、
グループ・グローバルに環境経営を展開しています。

環 境 マ ネ ジ メ ン ト 活 動

グループ・グローバルで展開する環境経営

グループ全体で自律的に展開するEMS活動

　YOKOGAWAでは、「YOKOGAWAグループ環境マネジ
メント基本規程」に基づき、環境経営を展開し、地球環境
保全活動を推進しています。地球環境保全活動について、
グループ・グローバルで環境マネジメントシステム（EMS）
を構築、展開しています。また、グループ各社は、
“YOKOGAWAグループ環境方針”および“YOKOGAWA

グループ環境自主行動計画（中期計画、年度計画）”に従い、
環境目標を設定し、自律的に環境保全活動を行っています。

本来業務の中に取り込んでEMSを推進

　YOKOGAWA の環境マネジメント体制は、横河電機の
各本部・事業部が、事業上の経営責任を持つ事業連結会社
に対してEMSの指導、支援を行うこととなっています。
このように業務と一体化した体制をとることにより、業務に
密着したテーマをグループ各社で展開しています。

環境教育

　横河電機では、社員一人ひとりの環境意識の向上を
図るために環境教育を行っています。大きくは基本教育と
職場特有教育に分類されます。基本教育は、新入社員を
対象とした環境基本教育をはじめ、年次別教育、世の中の
動向に合わせた京都議定書等の教育のほか、社会・環境
報告書の精読があります。
　職場特有教育は、部署ごとに、環境に与える影響の
大きい作業の従事者を対象として、集合教育などにより
実施しています。
　そのほかにも、毎月１回発行される地球環境ニュース、
講演会、環境クイズなどにより啓蒙活動を行っています。

ISO14001の認証取得状況

　2007年3月末現在のISO14001認証取得サイトは国内
10サイト、海外10サイトになりました。

YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程（抜粋）

環境基本理念
「YOKOGAWAは計測と制御と情報をテーマに、より豊かな

人間社会の実現に貢献する」の企業理念に基づき、YOKOGAWA

グループは、かけがえのない地球の環境保全が人類共通の

最重要課題であることを認識し、産業の発展と環境との共生の

実現に貢献する。

環境基本方針
YOKOGAWAグループは、地球環境保全の取組みを経営の

最重要課題の1つと位置付け、環境マネジメントシステムを確立

し、環境パフォーマンスの継続的改善を図る。そのために

グループ各社は

●資源循環型経営を推進する

●地球環境保全に貢献する

●環境に配慮し、自律的に行動する

環境行動指針
YOKOGAWAグループは、企業活動のあらゆる面で地球環境

保全に配慮して行動する。そのためにグループ各社は

●自らのあらゆる環境負荷を低減し、資源循環型経営を推進する。

●お客様の地球環境保全活動を積極的に支援する。

●グローバルな地球環境保全への取組みに、積極的に参加、協力する。

■ YOKOGAWAの環境経営活動推進組織体制 (2006年度 )
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地球環境室※

地球環境委員会省エネWG
廃棄物WG

環境調和設計専門委員会
化学物質管理専門委員会

環境担当役員

社　　　　長

■ ISO14001の認証取得状況

サイト 登録日 
横河電機（株）本社・工場 1997年07月
横河マニュファクチャリング㈱ 小峰サイト 1997年07月

甲府サイト 1997年07月
青梅サイト 1997年07月
駒ヶ根サイト 1997年07月
上野原サイト 1997年07月

横河メータ＆インスツルメンツ(株)  1997年07月
国際チャート（株） 1999年01月
横河フィールドエンジニアリングサービス（株） 2000年02月
横河電子機器（株） 2000年11月
蘇州横河電表有限公司 中国（蘇州） 1998年05月
上海横河電機有限公司 中国（上海） 2000年03月
重慶横河川儀有限公司 中国（重慶） 2000年12月
横河電機（蘇州）有限公司 中国（蘇州） 2004年05月
Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd. シンガポール 1998年10月
Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd. シンガポール 2001年08月
P.T.Yokogawa Manufacturing Batam インドネシア 2000年04月
Yokogawa Corporation of America アメリカ 2005年06月
Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co.,Ltd. 韓国 2004年12月
Yokogawa Measuring Instruments Korea Corp. 韓国 2007年03月

■ 環境監査審査項目

内
部
監
査

システム監査
組織・体制、目標管理、教育、運用管理・是正
などの状況を調べ、システムが有効に機能してい
るかを確認する。

順法監査
法規制値の運用と監視（資格・届出・測定データ）
などの状況を調べ、法その他の要求事項が順守さ
れているかを確認する。

パフォーマンス
監査

目標と実績、法規制値のデータなどの状況を調べ、
自主的に定めた運用項目が確実に実行されている
かを確認する。

YOKOGAWA
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進等

お客様
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進等

地球環境
持続可能な社会

資源循環型社会の構築

YOKOGAWAは、全事業領域において

●環境活動を積極的に展開すること
●環境活動をベースにお客様へ
　環境ソリューションや
　環境調和型製品を
　提供すること
により地球の環境負荷低減を
目指していきます。

そしてこれらの活動を通して
YOKOGAWAは、お客様とともに
持続可能な社会の構築に貢献していきます。

全事業領域：経営トップ、企画、研究・開発、設計、販売、調達、
　　　　　　生産、物流、サービス、回収・リサイクル
環境活動：省資源・省エネルギー、環境汚染の予防、
　　　 　　廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進等

環境ソリューション・
環境調和型製品の提供

※2007年4月1日付で地球環境室はCSR推進室へ組織名が変わりました。

環境監査

（1） 内部監査
　YOKOGAWAにおける環境内部監査とは、システム
監査、順法監査、パフォーマンス監査を指します。全サイト
で年1回以上環境内部監査を実施しました。一部で軽微な
不適合・観察事項が指摘されていますが、その後速やか
に是正処置を実施しました。

（2） 定期審査
　横河電機本社・工場および横河マニュファクチャリング
において認証機関より2年次サーベイランス審査を受け
ました。
　横河電機本社・工場では「環境影響評価の運用」「法的
資格者の増強」「環境情報等の運用」など、横河マニュファ
クチャリングでは、「廃棄物削減活動」「環境汚染物質の
削減」「省資源活動」「社会貢献活動」などが評価され、それ
ぞれ「向上」の総合評価で登録を継続しています。

1996年制定

※横河マニュファクチャリング（株）小峰サイト、甲府サイト、青梅サイト、駒ヶ根
サイト、上野原サイトは統合認証

■ YOKOGAWAの環境経営
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や廃棄物などにスイス環境庁が開発したエコファクターで
重み付けしてポイント化したものです。単純比較が難しい
各種の環境負荷 

を数値で比べる 

ことができます。
エコポイントは 

値が大きければ
環境への影響が
大きいことを意味
します。

■ 環境保全コスト (単位 : 百万円 )

分類 項目 主な取り組み 投資額 費用額

(1)工場内コスト(事業エリア内コスト) 1)公害防止コスト 監視測定 184 170
2)地球環境保全コスト 省エネ 80 107
3)資源循環コスト 廃棄物等の発生抑制 0 148

(2)調達・物流コスト(上・下流コスト) グリーン調達 0 10
（3）EMS維持管理コスト（管理活動コスト） EMS更新、教育 0 251
（4）研究開発コスト 環境調和型製品開発 0 1
（5）社会活動コスト 環境イベント 0 29
（6）現状回復コスト（環境損傷コスト） 土壌修復 0 0

計 264 716

水
855千m3

井戸水 433 千m3

水道水 422 千m3

紙  502 t

鉛  19.2 t 

トリクロロエチレン等 11.0 t

有機則対象物質 15.3 t

毒劇物 7.6 t  

物質等
555.1t

循環資源
5,675t

大気への排出
12,186t
燃焼 SOX 6 t

  NOX 20 t

  CO2 12,160 t

工場排水 119 千 m3

生活排水 661 千 m3

水域への排出
780千m3

埋立廃棄物 303 t

焼却廃棄物 538 t

化学処理廃液 1,791 t

廃棄物
2,632t

エネルギー
11.9×108MJ
石油  2,562 kl

ガス 247 万m3

電力 139,795 MWh 買電 137,019 MWh
 　   発電 2,776 MWh

投入 排出
����� ������

部品
材料

製品

製造
販売
サービス

YOKOGAWAでは、事業活動（製造・販売・サービス）に投入したエネルギー・原材料の「インプット量」と大気・水域など
に排出した物質と廃棄物の「アウトプット量」の年間収支（エコバランス）を把握しています。エコバランスを分析することに 
より、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、循環資源化率の向上などに役立てています。

環 境 負 荷 の 全 体 像

環境負荷の全体像を把握

環境経営の指標「環境負荷効率」

　環境経営の進み具合を数値化するのに「環境負荷効率」
という指標があります。環境負荷効率は事業活動で生み
出した「経済価値」を事業活動に伴い発生した「環境負荷」
で割ることにより求めます。YOKOGAWAでは「売上総利
益」を「環境負荷指標（エコポイント：EP）」で割って算出して 

います。環境負荷効率の数値が大きいほど環境経営が 

進んでいるということになります。
　エコポイントはYOKOGAWAが2000年度より採用して
いる独自の指標で、事業活動に使用したエネルギー・原材料 集計範囲：ISO14001認証取得サイト

対象期間：2006年4月1日～2007年3月31日

YOKOGAWAの2006年度の環境会計は、環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠。
集計については、海外拠点の増加に伴って、環境保全効果が全体的に下がる結果となりました。

環 境 会 計

最適な環境経営実現を目指し環境会計を実施

■ 環境保全効果

分類 効果の内容(単位) 2005年度 2006年度 効　果

資源投入 総エネルギー投入量（TJ） 885 993 -108
水資源投入量（km3） 704 767 -63

温暖化防止 CO2排出量（kt） 47 52 -5
CO2排出量売上原単位（t-CO2/億円） 19 19 0

大気汚染 NOx排出量（t） 41 45 -4
SOx排出量（t） 43 48 -5

■ 環境保全に伴う経済効果 - 実質的効果 -( 単位 : 百万円 )

効果の内容 金額
リサイクルによる収入額（有価物売却等） 81.4
省エネルギーによる費用削減（電力等） 24.9
省資源による費用削減（水、紙等の削減） 10.8

計 117.1

■ 設備投資と研究開発費 (単位 : 百万円 )

項目 内容等 金額
当該期間の投資額の総額 環境を含む全設備投資額 37,875
当該期間の研究開発費の総額 環境を含む全研究開発費用 36,039

■ 環境ビジネス製品売上げと売上高総額 (単位 : 百万円 )

項目 内容等 金額

環境ビジネス製品売上高 環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）など、社会的な環境
負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高

16,359
（6.8%）

当該期間の売上高の総額 環境を含む全売上高 239,400

0

1

2

3

4

0

1

2

3

4

（年度）
2005

3.34

2006

3.24

2004

3.02

2003

1.95

2002

1.76

集計範囲：ISO14001 認証取得サイト

環
境
負
荷
効
率

■ 環境負荷効率の経年変化
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YOKOGAWAでは「YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程」（P.12参照）に基づき、各社の事業内容、地域性を
考慮した環境保全活動、企業市民としての社会活動に取り組んでいます。
2006年度は、環境活動を環境面と経営面からとらえ、業務に密着した取り組みを実施しました。製品に関する有害化学
物質への対応をはじめ、生産活動においての環境負荷低減、省エネ、省資源について積極的に取り組みました。

目 標 と 実 績

2006年度における環境活動の概要

YOKOGAWAグループ環境方針
2006年度(主要サイト) 自己

評価
関連
ページ取り組み目標 実績

環境マネジメントシステムの確立、維持、向上 地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する
そのため企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、環境目的・
目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る

業務に密着した活動目標を登録し、環境保全活動を実践する※3 ●業務に密着した74テーマを完了
●年2回内部監査を実施し、実効のある環境システムの実用を確認

○
○

12
13

本来業務における有益な側面の活動を推進※2 有益な環境側面の活動を21テーマ推進 ○ 23

環境教育の実践 環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で環境に配慮して自律的
に行動するため、地球環境保全の教育を行う

全社員に対し、環境配慮の自律行動につながる基本教育を行う※3 100%実施 ○
12

有意業務従事者に対し、専門技能を身につける職場特有教育を行う※3 100%実施 ○

法規制等の順守 環境関連の法律、規制、協定及び業界の指針等を順守し、地球環境保全に取組む 放流水の自主基準値の順守※1 排水測定を実施し、自主基準値以下を確認 ○

25

物流量の把握※1 貨物輸送量集計に関する手順書を作成し、データーを把握 ○

土壌管理方法制定※2 土壌汚染予防を目的に、自主的監視・測定基準を制定 ○

ランクアップした自主管理基準値の100％順守※2 全項目で自主基準値以下を確認 ○

環境施設・設備5項目の環境リスク軽減対策を実施※2 環境施設・設備5項目のリスク軽減対策実施 ○

資源循環型経営の推進 企業活動の全てにおいて省資源・省エネルギー及び地球温暖化防止に取組み、さらに廃棄物削減 
とリユース・リサイクルの推進に努め、ゼロエミッションを目指す

エネルギーのCO2排出量の削減
●床面積あたり27.5%削減（排出量104.8 t-CO2/m2）（1990年度比）※1
●売上あたりのCO2排出量を34.72 t-CO2/億円に抑制※2
　（電気・ガス・重油の使用量の抑制という目標を換算）　

●24.4%の削減（排出量108.9 t-CO2/m2)
●33.07 t-CO2/億円に抑制

╳
○ 24

廃棄物総発生量の削減
●2003年度比10%削減（総発生量684 t/年）※1
●廃棄物総発生量を4,135t/年に抑制※2

●14.1%削減（総発生量653 t/年）
●4,241t/年に抑制

○
╳
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廃棄物ゼロエミッション
●廃棄物の循環資源化率99％以上を定着※2 ●廃棄物の循環資源化率99.5％を達成 ○ 27

省資源
●グリーン生産ラインを展開し、７ラインの改善活動推進※2 ●加工、組立、生産ラインなど16ラインで改善を達成（省エネ、有害物質の削減など） ○ 23

環境汚染物質の削減 有害物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、可能な限り代替技術への転換
を図って削減し、環境汚染リスクを回避する

RoHS指令対象製品の対応
●六価クロムフリー表面処理の生産ラインを構築※3
●鉛フリーはんだ対応の生産ラインを構築※1
●シアンフリーめっき（亜鉛・ニッケル）の生産ラインを構築※3
●トルエン・キシレンを600ｋg削減※2
●鉛フリーはんだへの移行を推進し、計画製品に100％適用※2

●亜鉛めっきへの切り替え、化成処理切り替えの実施
●鉛フリー設備導入
●シアンフリー切り替え
●685kg削減
●鉛フリー適用計画の全製品に対し適用

○
○
○
○
○
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環境調和型製品の創出 資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し、環境負荷 
の少ない製品を創出し社会に提供する

WEEE/RoHS指令、中国「電子情報製品汚染制御管理方法」等への対応
●設計標準（DS）を作成※1
●部品・材料に含まれる有害物質の含有量調査を推進※1
●RoHS指令6物質を含まない部品・部材への改廃を促進※1

●「電子情報製品汚染制御管理方法」作成、発行
●既登録品の調査および順次データベース変更
●96.1％の対応部品・部材への切り替え申請を完了

○
○
○
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WEEE/RoHS指令に対応した製品を拡大※1 ●WEEE指令該当製品対応開始
●RoHS指令該当なし(自主取り組み開始) ○ 26

中国「電子情報製品汚染制御管理方法」への対応※1 毎月のPJTでの情報の共有、一部製品については対応実施 ○ 26

開発製品のCO2排出量を25%以上削減※1 4機種への対応を完了 ○ 19

パルプモールドやフィルムクッション等の環境調和型梱包を拡大※1 12機種への対応を完了 ○ 18

グリーン調達の推進
●通いパレット・通い箱化の取引先を４社増大※2
●調達先業者の評価ランクＣの業者を７社ランクＢ以上に格上げ※2

●通い箱化の取引先を７社増大
●15社を格上げ

○
○
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環境ソリューションの提供 計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、サービス 
を社会に提供する

環境調和型設計製品の販売拡大※1 計画に対し実施 ○
20
21甲府工場省エネ見学会の実施※1 計画に対し実施 ○

「Enemap」の拡販推進※1 計画に対し実施 ○

社会への環境貢献 地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社会との共生
に努める

自然保護活動・社会活動・地域活動などを通して社会貢献活動を推進※1 各地域の清掃活動に参加 ○
33

自然保護活動・社会活動・地域活動等の社会貢献を、各サイトで年１回以上実施※2 のべ19回の社会貢献活動を実施 ○

環境情報開示 環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る 情報を開示し広く社会とのコミュニケーションを図る※1 社会・環境報告書の発行 ○
36

外部向けホームページ充実※2 「環境活動の実績」サイトを新設 ○

注）主要サイト： 横河電機本社・工場、横河マニュファクチャリング
 ※1は横河電機本社・工場、※2は横河マニュファクチャリング、※3は共通の目標を表します。


